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（連結業績）

【前期比較】

前期に対して増収増益となりました。

セグメント別では、

乳製品、飲料・デザート類、その他のセグメントで増収増益となりました。

特に飲料・デザート類セグメントは、コストアップ対応の成果に加え、

ヨーグルトやデザートの販売拡大により製品構成が改善され、

黒字化を実現しました。
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(営業利益の増減要因)

前期と比較すると、増益要因で７８億円、減益要因で５４億円となり、

２４億円の増益となりました。

乳価差をはじめとするコストアップ影響額３１億円に対し、

吸収策として取り組んだ価格改定や容量変更などの効果が

５７億円と上回りました。

このほか、

広告宣伝や販売促進費用を投入した効果により、

プロセスチーズやガセリ菌ＳＰ株ヨーグルトを中心に

売上が伸長し、製品構成が改善されたことも

増益に大きく貢献しました。
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（経常利益以下の増減要因）

営業利益は２４億円の増益ですが、経常利益は、

前期の海外子会社を中心に発生した為替差益７億円が

なくなったことなどにより、１６億円の増益となりました。

特別損益は、関係会社事業損失が発生したものの、

前期に発生した工場再編損失がなかったこと、

旧関西チーズ工場および旧横浜チーズ工場跡地の譲渡で

固定資産売却益が発生したことなどによりプラス１１２億円となりました。

関係会社事業損失の９億円は、

タイで進めていた海外育児用粉乳事業の撤退を判断したことによるものです。

２０１１年にタイで大洪水が発生した影響で

商品供給が一時停滞するなど厳しい環境が続く中、

販売回復に取り組んできましたが、

このまま継続しても大きな成長は見込めないと判断しました。

以上の結果、純利益は、９４億円の増益となりました。
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（連結業績予想①）

上期の業績動向を踏まえ、

連結業績予想の修正を１０月２２日に公表しました。

飲料・デザート類セグメントの営業利益予想は、

若干の赤字を見込んでいますが、

ヨーグルトの売上拡大ならびに製品構成の改善により

黒字化に向けて取り組んでいきます。
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（連結業績予想②）

上期は、事業が好調に推移し、当初予想を上回ったが、

下期の営業利益および経常利益は、当初業績予想通りとしました。

なお、通期の純利益は、

工場再編の最終段階として固定資産の除却などを

下期に織り込み、１４０億円としました。

平成２８年３月期の配当予想は、３０円と据え置きました。

連結配当性向は、固定資産譲渡による特別利益などの影響もあり、

１４．５％となっています。
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（中計経営計画）

当期計画、中期経営計画の目標達成に向け、

４本の戦略の柱にそって取組みを進めています。

次頁より重点的な取組みに絞って紹介します。
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（「事業構造改革」の重点取組み）

【プロダクトミックスの改善】

飲料・デザート類セグメントでは、ヨーグルトなど主力商品の販売拡大により、

高付加価値商品の構成比が高まり、収支構造が改善されつつあります。

雪印メグミルク単体の家庭用市乳部門におけるヨーグルトの売上構成比は

平成２３年度１８％に対し、当期は２６％と拡大しています。

更にヨーグルトにおけるプロバイオティクスヨーグルトの構成比は

当期で６０％を占めています。

これらを含め、ヨーグルト全体の売上高は、

平成２３年度と比較し約１．５倍と伸長しています。

今後も、更なるプロダクトミックスの改善に向けて

事業構造改革を加速していきます。
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（「戦略投資設備の最大活用」の重点取組み）

阿見工場、海老名工場の生産物流体制が整い、

両工場ともに稼動が安定し、生産効率も向上しています。

阿見工場は、プロセスチーズの販売が好調に推移するなど、

順調に生産量を伸ばしています。

引き続き、操業度を向上させ、生産性を高めることで

当初予定の合理化メリット１３億円の創出を目指していきます。

昨年度に約１７億円の合理化メリットを実現した海老名工場でも、

操業度の向上などにより、更なるメリットの創出を目指していきます。
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（「成長分野の事業拡大」の重点取組み①）

【継続成長分野（ヨーグルト）】

機能性表示食品制度の活用により「ガセリ菌ＳＰ株」の機能として、

内臓脂肪を減らすことを表示できることになりました。

「ガセリ菌ＳＰ株ヨーグルト」の個食タイプおよびドリンクタイプの売上高は、

９月の前年同月比較でそれぞれ約６倍、約３倍と急速に拡大しており、

ヨーグルト全体の販売増加を牽引しています。

ガセリ菌ＳＰ株や機能性表示食品のテレビコマーシャルなど、

マーケティング投資を積極的に投入した効果もあり、

ガセリ菌SP株の認知率も１０ポイント上昇しました。

これからも「ガセリ菌ＳＰ株」の認知を向上させるとともに、

販売活動の強化に努め、ヨーグルトの拡売に取り組んでいきます。
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（「成長分野の事業拡大」の重点取組み②）

【継続成長分野（ナチュラルチーズ）】

経営資源を重点配分し、販売拡大に取り組んでおり、

当社のナチュラルチーズの売上は、平成２１年度比で約１．３倍となりました。

「さけるチーズ」は、

「バター醤油味」などの新商品やテレビコマーシャルの投入により、

売上は前年を上回ることができました。

引き続き、成長分野として、

販売物量の増加、生産効率の向上を目指し、

利益拡大に取り組んでいきます。
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（「成長分野の事業拡大」の重点取組み③）

【新規分野】

〔海外事業〕

<粉ミルク事業>

新商品の投入など販売強化で事業拡大を進めています。

今後も、育児用粉ミルクから成人向け粉ミルクなどへの商品多様化や、

新規市場開拓などに取組み、事業拡大を図っていきます。

<プロセスチーズ事業>

インドネシア国内で、家庭用に加えて業務用の販売強化に取り組んでおり、

売上は着実に伸長しています。商品ラインナップの拡充や周辺国への輸出も

視野に入れ、今後も更なる事業拡大に取り組んでいきます。

〔機能性食品事業〕

牛乳由来の機能性素材「ＭＢＰ®」のアカデミックマーケティングや

通販チャネルの強化を進めるとともに、

機能性素材の活用により事業拡大を図っていきます。



13

（ＴＰＰについて① ）

【当社に関連が強い乳製品に関する概要】

主要な品目のうち、バターや脱脂粉乳では、

現在のWTO枠に加えて、ＴＰＰ枠が設定され、

現状よりも低い関税が適用されることになります。

また、チーズでは、ゴーダチーズ、チェダーチーズ、

クリームチーズなど、主に原料で使用するチーズの関税が

段階的に撤廃されることになります。

輸入乳製品の価格は、

関税だけでなく国際価格相場の変動や為替の影響、

国内乳製品では原料乳価格の影響や

国内酪農への政府の対策など、様々な要因があるため、

これらの動向を見定めて、対応していくことが重要と考えています。
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（ＴＰＰについて②）

【当社の取組み】

将来にわたり安定的に商品を供給していく上で、

国際的な乳資源需給は、変動が激しいため、

国産生乳が重要な位置付けにあることは変わりません。

従いまして、当社は将来的な環境変化への対応として

従来からの３つの取組み（スライドに記載）を継続していきます。

今後も国内酪農を基盤とし、

ミルクの付加価値を体現した商品を市場に供給していくことで、

ミルクの価値創造や企業の利益拡大、そして「酪農生産への貢献」につなげ、

企業価値向上を目指していきます。
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(連結営業利益の推移)

上期は中期経営計画の折り返し地点ですが、

前期比較で増収増益、業績予想も上回ることができました。

事業構造改革や戦略投資設備の最大活用などの主要施策が

着実に成果につながっており、引き続き、取組みを推進することで

最終年度の目標利益は十分に到達可能と考えています。

今後、起きることが予想される、大きな環境変化に対応していくために、

先ずは、中期経営計画を達成し、

「次なる成長の基盤固め」を確実なものとしていきます。
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